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１３ 
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条例の新旧対照表 
４０ 
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議案第７９号  （木更津市教育委員会委員の任命） 

履  歴  事  項 

住  所   

氏  　　名  　　渡 　部　  　佳　 子 

生年月日   

（ 経  歴 ） 
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（ 活動実績 ） 

年度 出席を依頼した回数 出席回数 備考 

平成２８ ６ ６ 

２９ １３ １３ 

３０ １４ １４ 

令和 元 １４ １４ 

２ ４ ４ 
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議案第８０号  （木更津市固定資産評価審査委員会委員の選任） 

 

         履  歴  事  項 

 

 住  所   

 氏　  　名　  　浜　名　　　泰     

 生年月日   

 

     （ 経  歴 ） 

 

    

     

     

             

            

     

    

 

     （ 活動実績 ） 

 

年度 出席を依頼した回数 出席回数 備考 

平成２８ １ １  

２９ １ １  

３０ １ １  

令和 元 １ １  

２ ０ ０  
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議案第８１号  （人権擁護委員候補者の推薦） 

 

         履  歴  事  項 

 

 住  所   

 氏　  　名　  　浜　 名　　　   泰 

 生年月日   

 

     （ 経  歴 ） 

 

    

     

     

             

            

     

    

 

     （ 活動実績 ） 

 

年度 出席を依頼した回数 出席回数 備考 

平成２８ ８ ８ 人権相談８日・２８件 

２９ ８ ８ 人権相談８日・２８件 

３０ ８ ８ 人権相談８日・２９件 

令和 元 ７ ７ 人権相談７日・２３件 

２ ０ ０ 人権相談０日・ ０件 

 

4



議案第８２号  （人権擁護委員候補者の推薦） 

 

         履  歴  事  項 

 

 住  　　所   

 氏  名  関 口   明 

 生年月日   

 

     （ 経  歴 ） 
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     （ 活動実績 ） 

 

年度 出席を依頼した回数 出席回数 備考 

平成２９ ３ ３ 人権相談０日・ ０件 

３０ １８ １８ 人権相談６日・１４件 

令和 元 １２ １２ 人権相談２日・ ４件 

２ ０ ０ 人権相談０日・ ０件 
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新旧対照表 

○議案第８３号 木更津市税条例の一部を改正する条例（第１条関係） 

新 旧 

木更津市税条例 木更津市税条例 

昭和36年12月25日 

条例第44号 

昭和36年12月25日 

条例第44号 

  附 則   附 則 

（読替規定） （読替規定） 

第８条 法附則第15条から第15条の３の２まで、第61条又は第62条の規定の適

用がある各年度分の固定資産税に限り、第61条第８項中「又は第349条の３の

４から第349条の５まで」とあるのは、「若しくは第349条の３の４から第349

条の５まで又は附則第15条から第15条の３の２まで、第61条若しくは第62条」

とする。 

第８条 法附則第15条から第15条の３の２までの規定の適用がある各年度分の

固定資産税に限り、第61条第８項中「又は第349条の３の４から第349条の５

まで」とあるのは、「若しくは第349条の３の４から第349条の５まで又は附

則第15条から第15条の３の２まで」とする。 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第８条の２ 略 第８条の２ 略 

２～26 略 ２～26 略 

27 法附則第62条に規定する市の条例で定める割合は、０とする。  

（軽自動車税の環境性能割の非課税） （軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第13条の３ 法第451条第１項第１号（同条第４項において準用する場合を含

む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条にお

いて同じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元年10月１

日から令和３年３月31日までの間（附則第13条の８第３項において「特定期

間」という。）に行われたときに限り、第80条第１項の規定にかかわらず、

軽自動車税の環境性能割を課さない。 

第13条の３ 法第451条第１項第１号（同条第４項において準用する場合を含

む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条にお

いて同じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元年10月１

日から令和２年９月30日までの間（附則第13条の８第３項において「特定期

間」という。）に行われたときに限り、第80条第１項の規定にかかわらず、

軽自動車税の環境性能割を課さない。 

 （新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等）  （新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等） 

第16条の７ 略 第16条の７ 略 

 （新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例）  

第16条の８ 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に対

応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第25号。

次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。）第５条第４項

に規定する指定行事のうち、市長が指定するものの中止若しくは延期又はそ

の規模の縮小により生じた当該指定行事の入場料金、参加料金その他の対価

の払戻しを請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する指定

 

7



期間内にした場合には、当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中に

法附則第60条第４項に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第314条の

７第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなして、第34条の６の規

定を適用する。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

第16条の９ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス

感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第５条の

３の２第１項の規定の適用については、同項中「令和15年度」とあるのは、

「令和16年度」とする。 

 

（読替規定） （読替規定） 

第22条 法附則第15条第１項、第13項、第18項から第22項まで、第24項、第25

項、第29項、第33項、第37項から第39項まで、第42項から第44項まで、第47

項若しくは第48項、第15条の２第２項、第15条の３又は第61条の規定の適用

がある各年度分の都市計画税に限り、第141条中「又は第33項」とあるのは「若

しくは第33項又は附則第15条から第15条の３まで若しくは第61条」とする。 

第22条 法附則第15条第１項、第13項、第18項から第22項まで、第24項、第25

項、第29項、第33項、第37項から第39項まで、第42項から第44項まで、第47

項若しくは第48項、第15条の２第２項又は第15条の３の規定の適用がある各

年度分の都市計画税に限り、第141条中「又は第33項」とあるのは「若しくは

第33項又は附則第15条から第15条の３まで」とする。 
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新旧対照表 

○議案第８３号 木更津市税条例の一部を改正する条例（第２条関係） 

新 旧 

木更津市税条例 木更津市税条例 

昭和36年12月25日 

条例第44号 

昭和36年12月25日 

条例第44号 

  附 則   附 則 

（読替規定） （読替規定） 

第８条 法附則第15条から第15条の３の２まで、第63条又は第64条の規定の適

用がある各年度分の固定資産税に限り、第61条第８項中「又は第349条の３の

４から第349条の５まで」とあるのは、「若しくは第349条の３の４から第349

条の５まで又は附則第15条から第15条の３の２まで、第63条若しくは第64条」

とする。 

第８条 法附則第15条から第15条の３の２まで、第61条又は第62条の規定の適

用がある各年度分の固定資産税に限り、第61条第８項中「又は第349条の３の

４から第349条の５まで」とあるのは、「若しくは第349条の３の４から第349

条の５まで又は附則第15条から第15条の３の２まで、第61条若しくは第62条」

とする。 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第８条の２ 略 第８条の２ 略 

２～26 略 ２～26 略 

27 法附則第64条に規定する市の条例で定める割合は、０とする。 27 法附則第62条に規定する市の条例で定める割合は、０とする。 

（読替規定） （読替規定） 

第22条 法附則第15条第１項、第13項、第18項から第22項まで、第24項、第25

項、第29項、第33項、第37項から第39項まで、第42項から第44項まで、第47

項若しくは第48項、第15条の２第２項、第15条の３又は第63条の規定の適用

がある各年度分の都市計画税に限り、第141条中「又は第34項」とあるのは「若

しくは第34項又は法附則第15条から第15条の３まで若しくは第63条」とする。 

第22条 法附則第15条第１項、第13項、第18項から第22項まで、第24項、第25

項、第29項、第33項、第37項から第39項まで、第42項から第44項まで、第47

項若しくは第48項、第15条の２第２項、第15条の３又は第61条の規定の適用

がある各年度分の都市計画税に限り、第141条中「又は第33項」とあるのは「若

しくは第33項又は附則第15条から第15条の３まで若しくは第61条」とする。 
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新旧対照表 

○議案第８４号 木更津市ひとり親家庭等医療費等の助成に関する条例の一部を改正する条例 

新 旧 

   木更津市ひとり親家庭等医療費等の助成に関する条例 

平成８年９月25日 

条例第15号 

   木更津市ひとり親家庭等医療費等の助成に関する条例 

平成８年９月25日 

条例第15号 

 （助成の範囲）  （助成の範囲） 

第５条 市長は、受給資格者の療養に要する費用（入院については、入院時食

事療養費標準負担額及び生活療養標準負担額を含む。）の額（社会保険各法

その他の法令による療養に要する費用の額の算定方法によって算定された額 

をいう。）から次に掲げる額を控除した額を医療費等助成金として支給する 

。 

第５条 市長は、受給資格者に対し受給資格者の療養に要する費用の額（社会

保険各法その他の法令による療養に要する費用の額の算定方法によって算定

された額をいう。）から次に掲げる額を控除した額を医療費等助成金として

支給する。 

 (１)～(４) 略  (１)～(４) 略 

(５) 規則で定める受給資格者一部負担額  (５) 受給資格者一部負担額（入院については社会保険各法の規定による食

事療養標準負担額及び生活療養標準負担額、通院については診療報酬明細 

書１件につき1,000円、保険薬局については調剤報酬明細書１件につき1,0 

00円） 

２・３ 略 ２・３ 略 

 （受給券の交付申請等）  （受給資格者の認定及び助成） 

第６条 医療費等助成金を受けようとするひとり親家庭の父母等は、規則で定

めるところにより、市長に申請しなければならない。 

 

第６条 医療費等助成金を受けようとするひとり親家庭の父母等は、規則で定 

めるところにより、市長に申請し、受給資格の認定を受けなければならない 

。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査

し、受給資格者であると認めたときは、申請をした者に規則で定める受給券

を交付するものとし、受給資格者でないと認めたときは、申請をした者にそ

の旨を通知するものとする。 

２ 前項の受給資格の認定を受けた者は、医療費等助成金を受けようとすると

きは、規則で定めるところにより、市長に申請しなければならない。 

 （助成の方法）  

第７条 この条例による助成は、受給資格者が病院等に受給券を提示して、診

療、薬剤の支給又は手当を受けた場合に、助成する額を当該病院等に支払う

ことにより行う。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特別の理由があると認めるときは、受給

資格者に支払うことにより助成を行うことができる。 

 

 （届出義務）  （届出義務） 
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第８条 略 第７条 略 

 （譲渡又は担保の禁止）  （譲渡又は担保の禁止） 

第９条 略 第８条 略 

 （助成費の返還）  （助成費の返還） 

第10条 略 第９条 略 

 （委任）  （委任） 

第11条 略 第10条 略 
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新旧対照表 

○議案第８５号 木更津市保育の必要性の認定に関する条例の一部を改正する条例 

新 旧 

   木更津市保育の必要性の認定に関する条例 

平成10年３月26日 

条例第４号 

（保育の必要性の認定基準） 

   木更津市保育の必要性の認定に関する条例 

平成10年３月26日 

条例第４号 

（保育の必要性の認定基準） 

第２条 保育の必要性の認定の基準は、子ども・子育て支援法（平成24年法

律第65号。以下「法」という。）第６条第１項に規定する小学校就学前子

どもの保護者のいずれもが次の各号のいずれかに該当することとする。 

第２条 保育の必要性の認定の基準は、子ども・子育て支援法（平成24年法

律第65号。以下「法」という。）第６条第１項に規定する小学校就学前子

どもの保護者のいずれもが次の各号のいずれかに該当することとする。 

(１)～(８) 略 (１)～(８) 略 

(９) 育児休業をする場合であって、当該保護者の当該育児休業に係る子

ども以外の小学校就学前子どもが法第27条第１項に規定する特定教育・

保育施設又は法第43条第２項に規定する特定地域型保育事業（以下この

号において「特定教育・保育施設等」という。）を利用しており、当該

育児休業の間に当該特定教育・保育施設等を引き続き利用することが必

要であると認められること。 

(９) 育児休業をする場合であって、当該保護者の当該育児休業に係る子

ども以外の小学校就学前子どもが法第27条第１項に規定する特定教育・

保育施設又は法第43条第３項に規定する特定地域型保育事業（以下この

号において「特定教育・保育施設等」という。）を利用しており、当該

育児休業の間に当該特定教育・保育施設等を引き続き利用することが必

要であると認められること。 

(10) 略 (10) 略 
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新旧対照表 

○議案第８６号 木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

新 旧 

木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど

も・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例 

平成26年９月27日 

条例第17号 

木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例 

平成26年９月27日 

条例第17号 

目次 目次 

第１章 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の運営に関する基

準 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第１節 総則（第１条－第３条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第２節 特定教育・保育施設の運営に関する基準 ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第１款 利用定員に関する基準（第４条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第２款 運営に関する基準（第５条－第34条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第３款 特例施設型給付費に関する基準（第35条・第36条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第３節 特定地域型保育事業者の運営に関する基準 ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第１款 利用定員に関する基準（第37条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第２款 運営に関する基準（第38条－第50条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第３款 特例地域型保育給付費に関する基準（第51条・第52条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第２章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（第53条－第

61条） 

第２章 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 第１節 利用定員に関する基準（第４条） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 第２節 運営に関する基準（第５条－第34条） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 第３節 特例施設型給付費に関する基準（第35条・第36条） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 第３章 特定地域型保育事業の運営に関する基準 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 第１節 利用定員に関する基準（第37条） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 第２節 運営に関する基準（第38条－第50条） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

附則 

第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第51条・第52条） 

附則 

第１章 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の運営に関す

る基準 

第１章 総則 

 

第１節 総則 ＿＿＿ ＿＿ 

（定義） （定義） 
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第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(１)～(８) 略 (１)～(８) 略 

(９) 教育・保育給付認定 法第20条第４項に規定する教育・保育給付認

定をいう。 

(９) 支給認定 法第20条第４項に規定する支給認定をいう。 

(10) 教育・保育給付認定保護者 法第20条第４項に規定する教育・保育

給付認定保護者をいう。 

(10) 支給認定保護者 法第20条第４項に規定する支給認定保護者をい

う。 

(11) 教育・保育給付認定子ども 法第20条第４項に規定する教育・保育

給付認定子どもをいう。 

(11) 支給認定子ども 法第20条第４項に規定する支給認定子どもをい

う。 

(12) 満３歳以上教育・保育給付認定子ども 子ども・子育て支援法施行

令（平成26年政令第213号。以下「令」という。）第４条第１項に規定す

る満３歳以上教育・保育給付認定子どもをいう。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(13) 特定満３歳以上保育認定子ども 令第４条第１項第２号に規定する

特定満３歳以上保育認定子どもをいう。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(14) 満３歳未満保育認定子ども 令第４条第２項に規定する満３歳未満

保育認定子どもをいう。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(15) 市町村民税所得割合算額 令第４条第２項第２号に規定する市町村

民税所得割合算額をいう。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(16) 負担額算定基準子ども 令第13条第２項に規定する負担額算定基準

子どもをいう。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

(17) 略 (12) 略 

(18) 教育・保育給付認定の有効期間 法第21条に規定する教育・保育給

付認定の有効期間をいう。 

(13) 支給認定の有効期間 法第21条に規定する支給認定の有効期間をい

う。 

(19) 教育・保育 法第７条第10項第５号に規定する教育・保育をいう。 

(20)・(21) 略 

(14) 教育・保育 法第14条第１項に規定する教育・保育をいう。 

(15)・(16) 略 

(22) 法定代理受領 法第27条第５項（法第28条第４項において準用する

場合を含む。）又は法第29条第５項（法第30条第４項において準用する

場合を含む。）の規定により市町村（特別区を含む。以下同じ。）が支

払う特定教育・保育（特別利用保育及び特別利用教育を含む。次条第１

項及び第２項において同じ。）又は特定地域型保育（特別利用地域型保

育及び特定利用地域型保育を含む。次条第１項及び第２項において同

じ。）に要した費用の額の一部を、教育・保育給付認定保護者に代わり

特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業者が受領することをいう。 

(17) 法定代理受領 法第27条第５項（法第28条第４項の規定において準

用する場合を含む。）又は法第29条第５項（法第30条第４項の規定にお

いて準用する場合を含む。）の規定により市町村（特別区を含む。以下

同じ。）が支払う特定教育・保育（特別利用保育及び特別利用教育を含

む。次条第１項及び第２項において同じ。）又は特定地域型保育（特別

利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含む。次条第１項及び第２項

において同じ。）に要した費用の額の一部を、支給認定保護者に代わり

特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業者が受領することをいう。 
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(23) 特定地域型保育事業 法第43条第２項に規定する特定地域型保育事

業をいう。 

(18) 特定地域型保育事業 法第43条第３項に規定する特定地域型保育事

業をいう。 

(24)～(29) 略 (19)～(24) 略 

（一般原則） （一般原則） 

第３条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者（以下「特定教育・

保育施設等」という。）は、良質かつ適切であり、かつ、子どもの保護者

の経済的負担の軽減について適切に配慮された内容及び水準の特定教育・

保育又は特定地域型保育の提供を行うことにより、全ての子どもが健やか

に成長するために適切な環境が等しく確保されることを目指すものでなけ

ればならない。 

第３条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者（以下「特定教育・

保育施設等」という。）は、良質かつ適切な内容及び水準の特定教育・保

育又は特定地域型保育の提供を行うことにより、全ての子どもが健やかに

成長するために適切な環境が等しく確保されることを目指すものでなけれ

ばならない。 

２～４ 略 

第２節 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

２～４ 略 

第２章 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

＿＿第１款 利用定員に関する基準 第１節 利用定員に関する基準 

＿＿＿＿＿＿ （利用定員） 

第４条 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。）は、その

利用定員（法第27条第１項の確認において定めるものに限る。以下この節

において同じ。）の数を20人以上とする。 

第４条 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。）は、その

利用定員（法第27条第１項の確認において定めるものに限る。以下この章

において同じ。）の数を20人以上とする。 

２ 略 ２ 略 

＿第２款 運営に関する基準 第２節 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明並びに同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の開始に際しては、

あらかじめ、利用の申込みを行った教育・保育給付認定保護者（以下「利

用申込者」という。）に対し、第20条に規定する施設の運営についての重

要事項に関する規程の概要、職員の勤務体制、第13条の規定により支払を

受ける費用に関する事項その他の利用申込者の教育・保育の選択に資する

と認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開

始について利用申込者の同意を得なければならない。 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の開始に際しては、

あらかじめ、利用の申込みを行った支給認定保護者（以下「利用申込者」

という。）に対し、第20条に規定する施設の運営についての重要事項に関

する規程の概要、職員の勤務体制、利用者負担その他の利用申込者の教

育・保育の選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説

明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならな

い。 

２～６ 略 ２～６ 略 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （提供拒否の禁止等） 

第６条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定保護者から利用の申込

みを受けたときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。 

第６条 特定教育・保育施設は、支給認定保護者から利用の申込みを受けた

ときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項にお

いて同じ。）は、利用の申込みに係る法第19条第１項第１号に掲げる小学

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項にお

いて同じ。）は、利用の申込みに係る法第19条第１項第１号に掲げる小学
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校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用している同号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、

当該特定教育・保育施設の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員の総数を超える場合においては、抽選、申込みを受けた順序によ

り決定する方法、当該特定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する

理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法により選考しなければな

らない。 

校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用している同号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの総数が、当該特定教

育・保育施設の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては、抽選、申込みを受けた順序により決定する

方法、当該特定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念、基本

方針等に基づく選考その他公正な方法により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。）は、利用の申込みに係る法第19条第１項第２号又は第３号に

掲げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用してい

る同項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同項第２号又は第

３号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場

合においては、教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族

等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる教育・保育給

付認定子どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。）は、利用の申込みに係る法第19条第１項第２号又は第３号に

掲げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用してい

る同項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定

子どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同項第２号又は第３号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合において

は、支給認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保

育を受ける必要性が高いと認められる支給認定子どもが優先的に利用でき

るよう、選考するものとする。 

４ 前２項の特定教育・保育施設は、これらの規定により行う選考の方法を

あらかじめ教育・保育給付認定保護者に明示した上で、当該選考を行わな

ければならない。 

４ 前２項の特定教育・保育施設は、これらの規定により行う選考の方法を

あらかじめ支給認定保護者に明示した上で、当該選考を行わなければなら

ない。 

５ 特定教育・保育施設は、利用申込者に係る教育・保育給付認定子どもに

対し自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は、適切な特

定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適切な措置を速

やかに講じなければならない。 

５ 特定教育・保育施設は、利用申込者に係る支給認定子どもに対し自ら適

切な教育・保育を提供することが困難である場合は、適切な特定教育・保

育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適切な措置を速やかに講じ

なければならない。 

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 略 第７条 略 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。）は、法第19条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る当該特定教育・保育施

設の利用について児童福祉法第24条第３項（同法附則第73条第１項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により市が行う調整及び

要請に対し、できる限り協力しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。）は、法第19条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する支給認定子どもに係る当該特定教育・保育施設の利用に

ついて児童福祉法第24条第３項（同法附則第73条第１項の規定により読み

替えて適用する場合を含む。）の規定により市が行う調整及び要請に対

し、できる限り協力しなければならない。 

（受給資格等の確認） （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた場合 第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた場合
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は、必要に応じて、教育・保育給付認定保護者の提示する支給認定証（教

育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けていない場合にあって

は、子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号）第７条第

２項の規定による通知）によって、教育・保育給付認定の有無、教育・保

育給付認定子どもの該当する法第19条第１項各号に掲げる小学校就学前子

どもの区分、教育・保育給付認定の有効期間、保育必要量（法第20条第３

項に規定する保育必要量をいう。）等を確かめるものとする。 

は、支給認定保護者の提示する支給認定証によって、支給認定の有無、支

給認定子どもの該当する法第19条第１項各号に掲げる小学校就学前子ども

の区分、支給認定の有効期間、保育必要量（法第20条第３項に規定する保

育必要量をいう。）等を確かめるものとする。 

 

（教育・保育給付認定の申請に係る援助） （支給認定の申請に係る援助） 

第９条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定を受けていない保護者

から利用の申込みがあった場合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに

教育・保育給付認定の申請が行われるよう必要な援助を行わなければなら

ない。 

第９条 特定教育・保育施設は、支給認定を受けていない保護者から利用の

申込みがあった場合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに支給認定の

申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定の変更の認定の申請が遅く

とも教育・保育給付認定保護者が受けている教育・保育給付認定の有効期

間の満了日の30日前には行われるよう必要な援助を行わなければならな

い。ただし、緊急その他やむを得ない理由がある場合には、この限りでな

い。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定の変更の認定の申請が遅くとも支給認

定保護者が受けている支給認定の有効期間の満了日の30日前には行われる

よう必要な援助を行わなければならない。ただし、緊急その他やむを得な

い理由がある場合には、この限りでない。 

 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第10条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供に当たっては、教

育・保育給付認定子どもの心身の状況、その置かれている環境、他の特定

教育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなければならない。 

第10条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供に当たっては、支給

認定子どもの心身の状況、その置かれている環境、他の特定教育・保育施

設等の利用状況等の把握に努めなければならない。 

（小学校等との連携） （小学校等との連携） 

第11条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の終了に際しては、

教育・保育給付認定子どもについて、小学校における教育又は他の特定教

育・保育施設等において継続的に提供される教育・保育との円滑な接続に

資するよう、教育・保育給付認定子どもに係る情報の提供その他小学校、

特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者その他の機

関との密接な連携に努めなければならない。 

第11条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の終了に際しては、

支給認定子どもについて、小学校における教育又は他の特定教育・保育施

設等において継続的に提供される教育・保育との円滑な接続に資するよ

う、支給認定子どもに係る情報の提供その他小学校、特定教育・保育施設

等、地域子ども・子育て支援事業を行う者その他の機関との密接な連携に

努めなければならない。 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第13条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育を提供した際は、教育・保

育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定

保護者に限る。）から当該特定教育・保育に係る利用者負担額（満３歳未

満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者についての法第27条第

第13条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育（特別利用保育及び特別利

用教育を含む。以下この条、次条及び第19条において同じ。）を提供した

際は、支給認定保護者から当該特定教育・保育に係る利用者負担額（法第

27条第３項第２号に掲げる額（特定教育・保育施設が特別利用保育を提供
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３項第２号に掲げる額をいう。）の支払を受けるものとする。 する場合にあっては法第28条第２項第２号に規定する市が定める額とし、

特別利用教育を提供する場合にあっては同項第３号に規定する市が定める

額とする。）をいう。）の支払を受けるものとする。 

２ 特定教育・保育施設は、法定代理受領を受けないときは、教育・保育給

付認定保護者から、当該特定教育・保育に係る特定教育・保育費用基準額

（法第27条第３項第１号に掲げる額をいう。次項において同じ。）の支払

を受けるものとする。 

２ 特定教育・保育施設は、法定代理受領を受けないときは、支給認定保護

者から、当該特定教育・保育に係る特定教育・保育費用基準額（法第27条

第３項第１号に掲げる額（その額が現に当該特定教育・保育に要した費用

の額を超えるときは、当該現に特定教育・保育に要した費用の額）をい

い、当該特定教育・保育施設が特別利用保育を提供する場合にあっては法

第28条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した

費用の額（その額が現に当該特別利用保育に要した費用の額を超えるとき

は、当該現に特別利用保育に要した費用の額）を、特別利用教育を提供す

る場合にあっては同項第３号に規定する内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額（その額が現に当該特別利用教育に要した費用の額を超

えるときは、当該現に特別利用教育に要した費用の額）をいう。次項にお

いて同じ。）の支払を受けるものとする。 

３ 特定教育・保育施設は、前２項の支払を受ける額のほか、特定教育・保

育の提供に当たって、当該特定教育・保育の質の向上を図る上で特に必要

であると認められる対価について、当該特定教育・保育に要する費用とし

て見込まれるものの額と特定教育・保育費用基準額との差額に相当する金

額の範囲内で設定する額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けるこ

とができる。 

３ 特定教育・保育施設は、前２項の支払を受ける額のほか、特定教育・保

育の提供に当たって、当該特定教育・保育の質の向上を図る上で特に必要

であると認められる対価について、当該特定教育・保育に要する費用とし

て見込まれるものの額と特定教育・保育費用基準額との差額に相当する金

額の範囲内で設定する額の支払を支給認定保護者から受けることができ

る。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、特定教育・保

育において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支

払を教育・保育給付認定保護者から受けることができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、特定教育・保

育において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支

払を支給認定保護者から受けることができる。 

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略 

(３) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 (３) 食事の提供に要する費用（法第19条第１項第３号に掲げる小学校就

学前子どもに対する食事の提供に要する費用を除き、同項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもについては主食の提供に係る費用に限る。） 

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どもの

うち、その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保

護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞ

れ(ア)又は(イ)に定める金額未満であるものに対する副食の提供 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(ア) 法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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教育・保育給付認定子ども 77,101円 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(イ) 法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除

く。イ(イ)において同じ。） 57,700円（令第４条第２項第６号に

規定する特定教育・保育給付認定保護者にあっては、77,101円） 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どもの

うち、負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学

校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年か

ら第３学年までに在籍する子どもをいう。以下イにおいて同じ。）が

同一の世帯に３人以上いる場合にそれぞれ(ア)又は(イ)に定める者に

該当するものに対する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(ア) 法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３

学年修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者

を除く。）である者 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(イ) 法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年

長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(４) 略 (４) 略 

(５) 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保育において提供される便

宜に要する費用のうち、特定教育・保育施設の利用において通常必要と

されるものに係る費用であって、教育・保育給付認定保護者に負担させ

ることが適当と認められるもの 

(５) 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保育において提供される便

宜に要する費用のうち、特定教育・保育施設の利用において通常必要と

されるものに係る費用であって、支給認定保護者に負担させることが適

当と認められるもの 

５ 特定教育・保育施設は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当該

費用を領収したことを証する書類を当該費用の額を支払った教育・保育給

付認定保護者に対し交付しなければならない。 

５ 特定教育・保育施設は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当該

費用を領収したことを証する書類を当該費用の額を支払った支給認定保護

者に対し交付しなければならない。 

６ 特定教育・保育施設は、第３項及び第４項の規定による金銭の支払を求

める際は、あらかじめ、当該金銭の使途及び額並びに教育・保育給付認定

保護者に金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにするとと

もに、教育・保育給付認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を

得なければならない。ただし、同項の規定による金銭の支払に係る同意に

ついては、文書によることを要しない。 

６ 特定教育・保育施設は、第３項及び第４項の規定による金銭の支払を求

める際は、あらかじめ、当該金銭の使途及び額並びに支給認定保護者に金

銭の支払を求める理由について書面によって明らかにするとともに、支給

認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なければならない。

ただし、同項の規定による金銭の支払に係る同意については、文書による

ことを要しない。 
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（施設型給付費等の額に係る通知等） （施設型給付費等の額に係る通知等） 

第14条 特定教育・保育施設は、法定代理受領により特定教育・保育に係る

施設型給付費（法第27条第１項の施設型給付費をいう。以下同じ。）の支

給を受けた場合は、教育・保育給付認定保護者に対し、当該教育・保育給

付認定保護者に係る施設型給付費の額を通知しなければならない。 

第14条 特定教育・保育施設は、法定代理受領により特定教育・保育に係る

施設型給付費（法第27条第１項に規定する施設型給付費（法第28条第１項

に規定する特例施設型給付費を含む。）をいう。以下この項及び第19条に

おいて同じ。）の支給を受けた場合は、支給認定保護者に対し、当該支給

認定保護者に係る施設型給付費の額を通知しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、前条第２項の法定代理受領を行わない特定教

育・保育に係る費用の額の支払を受けた場合は、その提供した特定教育・

保育の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載した特定教育・

保育を提供したことを証する書類を教育・保育給付認定保護者に対して交

付しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、前条第２項の法定代理受領を行わない特定教

育・保育に係る費用の額の支払を受けた場合は、その提供した特定教育・

保育の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載した特定教育・

保育を提供したことを証する書類を支給認定保護者に対して交付しなけれ

ばならない。 

（特定教育・保育に関する評価等） （特定教育・保育に関する評価等） 

第16条 略 第16条 略 

２ 特定教育・保育施設は、定期的に当該特定教育・保育施設を利用する教

育・保育給付認定保護者その他の特定教育・保育施設の関係者（当該特定

教育・保育施設の職員を除く。）による評価又は外部の者による評価を受

けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図るよう努めなければなら

ない。 

２ 特定教育・保育施設は、定期的に当該特定教育・保育施設を利用する支

給認定保護者その他の特定教育・保育施設の関係者（当該特定教育・保育

施設の職員を除く。）による評価又は外部の者による評価を受けて、それ

らの結果を公表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。 

（相談及び援助） （相談及び援助） 

第17条 特定教育・保育施設は、常に教育・保育給付認定子どもの心身の状

況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、当該教育・保育給付認

定子ども又は当該教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保

護者に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助

を行わなければならない。 

第17条 特定教育・保育施設は、常に支給認定子どもの心身の状況、その置

かれている環境等の的確な把握に努め、支給認定子ども又はその保護者に

対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わ

なければならない。 

（緊急時等の対応） （緊急時等の対応） 

第18条 特定教育・保育施設の職員は、現に特定教育・保育の提供を行って

いるときに教育・保育給付認定子どもに体調の急変が生じた場合その他必

要な場合は、速やかに当該教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者又は医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければ

ならない。 

第18条 特定教育・保育施設の職員は、現に特定教育・保育の提供を行って

いるときに支給認定子どもに体調の急変が生じた場合その他必要な場合

は、速やかに当該支給認定子どもの保護者又は医療機関への連絡を行う等

の必要な措置を講じなければならない。 

（教育・保育給付認定保護者に関する市町村への通知） （支給認定保護者に関する市町村への通知） 

第19条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育を受けている教育・保育給

付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者が偽りその他不正な行為に

第19条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育を受けている支給認定子ど

もの保護者が偽りその他不正な行為によって施設型給付費の支給を受け、
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よって施設型給付費の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞な

く、意見を付してその旨を当該施設型給付費の支給に係る市町村に通知し

なければならない。 

又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付してその旨を当該施設型

給付費の支給に係る市町村に通知しなければならない。 

 

（運営規程） （運営規程） 

第20条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての重要事項

に関する規程（第23条において「運営規程」という。）を定めておかなけ

ればならない。 

第20条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての重要事項

に関する規程（第23条において「運営規程」という。）を定めておかなけ

ればならない。 

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略 

(５) 第13条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける費

用の種類、支払を求める理由及びその額 

(５) 支給認定保護者から受領する利用者負担その他の費用の種類、支払

を求める理由及びその額 

(６)～(11) 略 (６)～(11) 略 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第21条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対し、適切な

特定教育・保育を提供することができるよう、職員の勤務の体制を定めて

おかなければならない。 

第21条 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対し、適切な特定教育・

保育を提供することができるよう、職員の勤務の体制を定めておかなけれ

ばならない。 

２ 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の職員によって特定教

育・保育を提供しなければならない。ただし、教育・保育給付認定子ども

に対する特定教育・保育の提供に直接影響を及ぼさない業務については、

この限りでない。 

２ 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の職員によって特定教

育・保育を提供しなければならない。ただし、支給認定子どもに対する特

定教育・保育の提供に直接影響を及ぼさない業務については、この限りで

ない。 

３ 略 ３ 略 

（教育・保育給付認定子どもを平等に取り扱う原則） （支給認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第24条 特定教育・保育施設においては、教育・保育給付認定子どもの国

籍、信条、社会的身分又は特定教育・保育の提供に要する費用を負担する

か否かによって、差別的取扱いをしてはならない。 

第24条 特定教育・保育施設においては、支給認定子どもの国籍、信条、社

会的身分又は特定教育・保育の提供に要する費用を負担するか否かによっ

て、差別的取扱いをしてはならない。 

（虐待等の禁止） （虐待等の禁止） 

第25条 特定教育・保育施設の職員は、教育・保育給付認定子どもに対し、

児童福祉法第33条の10各号に掲げる行為その他当該教育・保育給付認定子

どもの心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

第25条 特定教育・保育施設の職員は、支給認定子どもに対し、児童福祉法

第33条の10各号に掲げる行為その他当該支給認定子どもの心身に有害な影

響を与える行為をしてはならない。 

（懲戒に係る権限の濫用禁止） （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第26条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園及び保育所に限る。

以下この条において同じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理者は、教

育・保育給付認定子どもに対し児童福祉法第47条第３項の規定により懲戒

に関しその教育・保育給付認定子どもの福祉のために必要な措置を採ると

第26条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園及び保育所に限る。

以下この条において同じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理者は、支

給認定子どもに対し児童福祉法第47条第３項の規定により懲戒に関しその

支給認定子どもの福祉のために必要な措置を採るときは、身体的苦痛を与
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きは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権限を濫用してはならな

い。 

え、人格を辱める等その権限を濫用してはならない。 

（秘密保持等） （秘密保持等） 

第27条 特定教育・保育施設の職員及び管理者は、正当な理由がなく、その

業務上知り得た教育・保育給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らして

はならない。 

第27条 特定教育・保育施設の職員及び管理者は、正当な理由がなく、その

業務上知り得た支給認定子ども又はその家族の秘密を漏らしてはならな

い。 

２ 特定教育・保育施設は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業

務上知り得た教育・保育給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らすこと

がないよう、必要な措置を講じなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業

務上知り得た支給認定子ども又はその家族の秘密を漏らすことがないよ

う、必要な措置を講じなければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、小学校、他の特定教育・保育施設等、地域子ど

も・子育て支援事業を行う者その他の機関に対して、教育・保育給付認定

子どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ文書により当該教育・

保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の同意を得ておかな

ければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、小学校、他の特定教育・保育施設等、地域子ど

も・子育て支援事業を行う者その他の機関に対して、支給認定子どもに関

する情報を提供する際には、あらかじめ文書により当該支給認定子どもの

保護者の同意を得ておかなければならない。 

 

（情報の提供等） （情報の提供等） 

第28条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育施設を利用しようとする小

学校就学前子どもに係る教育・保育給付認定保護者が、その希望を踏まえ

て適切に特定教育・保育施設を選択することができるよう、当該特定教

育・保育施設が提供する特定教育・保育の内容に関する情報の提供を行う

よう努めなければならない。 

第28条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育施設を利用しようとする小

学校就学前子どもに係る支給認定保護者が、その希望を踏まえて適切に特

定教育・保育施設を選択することができるよう、当該特定教育・保育施設

が提供する特定教育・保育の内容に関する情報の提供を行うよう努めなけ

ればならない。 

２ 略 ２ 略 

（苦情解決） （苦情解決） 

第30条 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する教

育・保育給付認定子ども又は教育・保育給付認定保護者その他の当該教

育・保育給付認定子どもの家族（以下この条において「教育・保育給付認

定子ども等」という。）からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、苦情

を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならな

い。 

第30条 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する支給

認定子ども又は支給認定保護者その他の当該支給認定子どもの家族（以下

この条において「支給認定子ども等」という。）からの苦情に迅速かつ適

切に対応するため、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措

置を講じなければならない。 

２ 略 ２ 略 

３ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する教育・保

育給付認定子ども等からの苦情に関して市が実施する事業に協力するよう

努めなければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する支給認定

子ども等からの苦情に関して市が実施する事業に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

４ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関し、法第14条 ４ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関し、法第14条
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第１項の規定により市が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若

しくは提示の命令又は市の職員からの質問若しくは特定教育・保育施設の

設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び教育・保育給付認

定子ども等からの苦情に関して市が行う調査に協力するとともに、市から

指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行

わなければならない。 

第１項の規定により市が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若

しくは提示の命令又は市の職員からの質問若しくは特定教育・保育施設の

設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び支給認定子ども等

からの苦情に関して市が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助

言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければ

ならない。 

５ 略 ５ 略 

（事故発生の防止及び発生時の対応） （事故発生の防止及び発生時の対応） 

第32条 略 第32条 略 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・

保育の提供により事故が発生した場合は、速やかに市及び当該教育・保育

給付認定子どもの支給認定に係る市町村、当該教育・保育給付認定子ども

の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供

により事故が発生した場合は、速やかに市及び当該支給認定子どもの支給

認定に係る市町村、当該支給認定子どもの家族等に連絡を行うとともに、

必要な措置を講じなければならない。 

３ 略 ３ 略 

４ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・

保育の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、その損害を速やかに

賠償しなければならない。 

４ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供

により賠償すべき事故が発生した場合は、その損害を速やかに賠償しなけ

ればならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第34条 略 第34条 略 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・

保育の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保

存しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供

に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけれ

ばならない。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 第12条の規定による特定教育・保育の記録 (２) 第12条に規定する提供した特定教育・保育に係る必要な事項の記録 

(３) 第19条の規定による市町村への通知に係る記録 (３) 第19条に規定する市町村への通知に係る記録 

(４)・(５) 略 (４)・(５) 略 

第３款 特例施設型給付費に関する基準 第３節 特例施設型給付費に関する基準 

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準） 

第35条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において同じ。）

が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合には、法第34条第１

項第３号に規定する基準を遵守しなければならない。 

第35条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において同じ。）

が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定

子どもに対し特別利用保育を提供する場合には、法第34条第１項第３号に

規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が前項の規定により特別利用保育を提供する場合に ２ 特定教育・保育施設が前項の規定により特別利用保育を提供する場合に
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は、当該特別利用保育に係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び当該特定教育・保育施設

を現に利用している同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの総数が、第４条第２項第３号の規定により定め

られた法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員

の総数を超えないものとする。 

は、当該特別利用保育に係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する支給認定子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用

している同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ど

もの総数が、第４条第２項第３号の規定により定められた法第19条第１項

第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えないもの

とする。 

３ 特定教育・保育施設が第１項の規定により特別利用保育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費には特例施設型

給付費（法第28条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項において

同じ。）を、それぞれ含むものとして、前款（第６条第３項及び第７条第

２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中

「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項にお

いて同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供し

ている施設に限る。以下この項において同じ。）」と、「同号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同

号又は同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数」とあるのは「同項第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数」と、第13条第２項中「法第27条第３項第１号に掲げ

る額」とあるのは「法第28条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準に

より算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受

ける者を除く。）」と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含

む。）」とする。 

３ 特定教育・保育施設が第１項の規定により特別利用保育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用保育を含むものとして、本章（第６条

第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合におい

て、第６条第２項中「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限

る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特

別利用保育を提供している施設に限る。以下この項において同じ。）」

と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」とあ

るのは「同号又は同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給

認定子ども」とする。 

 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第36条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において同じ。）

が法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場合には、法第34条第

１項第２号に規定する基準を遵守しなければならない。 

第36条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において同じ。）

が法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定

子どもに対し、特別利用教育を提供する場合には、法第34条第１項第２号

に規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が前項の規定により特別利用教育を提供する場合に

は、当該特別利用教育に係る法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び当該特定教育・保育施設

２ 特定教育・保育施設が前項の規定により特別利用教育を提供する場合に

は、当該特別利用教育に係る法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する支給認定子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用
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を現に利用している同項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの総数が、第４条第２項第２号の規定により定め

られた法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員

の総数を超えないものとする。 

している同項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ど

もの総数が、第４条第２項第２号の規定により定められた法第19条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えないもの

とする。 

３ 特定教育・保育施設が第１項の規定により特別利用教育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には特例施設型

給付費を、それぞれ含むものとして、前款（第６条第３項及び第７条第２

項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中「利

用の申込みに係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども」と

あるのは「利用の申込みに係る法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学

前子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「同項第１号又は第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」と、第13条第２項中「法

第27条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第３号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号

イ(ア)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定

子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、同号イ(イ)中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用

教育を受ける者を除く。）」とする。 

３ 特定教育・保育施設が第１項の規定により特別利用教育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用教育を含むものとして、本章（第６条

第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合におい

て、第６条第２項中「利用の申込みに係る法第19条第１項第１号に掲げる

小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する支給認定子ども」とあるのは「同項第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する支給認定子ども」と、第13条第４項第３号中「除

き、同項第２号に掲げる小学校就学前子どもについては主食の提供に係る

費用に限る。）」とあるのは「除く。）」とする。 

 

第３節 特定地域型保育事業者の運営に関する基準 第３章 特定地域型保育事業の運営に関する基準 

 第１款 利用定員に関する基準 ＿第１節 利用定員に関する基準＿＿ 

 （利用定員） 

第37条 特定地域型保育事業（事業所内保育事業を除く。）の利用定員（法

第29条第１項の確認において定めるものに限る。以下この節において同

じ。）の数は、家庭的保育事業にあっては１人以上５人以下、小規模保育

事業Ａ型（木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例（平成26年木更津市条例第18号）第27条に規定する小規模保育事業

Ａ型をいう。第42条第３項第１号において同じ。）及び小規模保育事業Ｂ

型（同条例第27条に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。第42条第３項第

１号において同じ。）にあっては６人以上19人以下、小規模保育事業Ｃ型

（同条例第27条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第４条におい

て同じ。）にあっては６人以上10人以下、居宅訪問型保育事業にあっては

１人とする。 

第37条 特定地域型保育事業のうち、家庭的保育事業にあってはその利用定

員（法第29条第１項の確認において定めるものに限る。以下この章におい

て同じ。）の数を１人以上５人以下とし、小規模保育事業Ａ型（木更津市

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年木

更津市条例第18号）第27条に規定する小規模保育事業Ａ型をいう。）及び

小規模保育事業Ｂ型（同条に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。）にあ

ってはその利用定員の数を６人以上19人以下とし、小規模保育事業Ｃ型

（同条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第４条において同

じ。）にあってはその利用定員の数を６人以上10人以下とし、居宅訪問型

保育事業にあってはその利用定員の数を１人とする。 

25



２ 略 ２ 略 

＿第２款 運営に関する基準 第２節 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明並びに同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第38条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の開始に際して

は、あらかじめ、利用申込者に対し、第46条に規定する事業の運営につい

ての重要事項に関する規程の概要、第42条第１項に規定する連携施設の種

類及び名称、当該連携施設が行う連携協力の概要、職員の勤務体制、第43

条の規定により支払を受ける費用に関する事項その他の利用申込者の保育

の選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行

い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

第38条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の開始に際して

は、あらかじめ、利用申込者に対し、第46条に規定する事業の運営につい

ての重要事項に関する規程の概要、第42条第１項に規定する連携施設の種

類及び名称、当該連携施設が行う連携協力の概要、職員の勤務体制、利用

者負担その他の利用申込者の保育の選択に資すると認められる重要事項を

記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の

同意を得なければならない。 

２ 略 ２ 略 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （提供拒否の禁止等） 

第39条 特定地域型保育事業者は、教育・保育給付認定保護者から利用の申

込みを受けたときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。 

第39条 特定地域型保育事業者は、支給認定保護者から利用の申込みを受け

たときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第19条第１項第３号に

掲げる小学校就学前子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用している

満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下

この節において同じ。）の総数が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合におい

ては、教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況

を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子

どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第19条第１項第３号に

掲げる小学校就学前子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用している

同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの総数が、当

該特定地域型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員の総数を超える場合においては、支給認定に基づき、保育の必要

の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められ

る支給認定子どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。 

３ 前項の特定地域型保育事業者は、同項の規定により行う選考の方法をあ

らかじめ教育・保育給付認定保護者に明示した上で、当該選考を行わなけ

ればならない。 

３ 前項の特定地域型保育事業者は、同項の規定により行う選考の方法をあ

らかじめ支給認定保護者に明示した上で、当該選考を行わなければならな

い。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供体制の確保が困難である場

合その他利用申込者に係る満３歳未満保育認定子どもに対し自ら適切な教

育・保育を提供することが困難である場合は、第42条第１項に規定する連

携施設その他の適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介

する等の適切な措置を速やかに講じなければならない。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供体制の確保が困難である場

合その他利用申込者に係る支給認定子どもに対し自ら適切な教育・保育を

提供することが困難である場合は、第42条第１項に規定する連携施設その

他の適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適

切な措置を速やかに講じなければならない。 

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第40条 略 第40条 略 

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認定子どもに係る特定地域型 ２ 特定地域型保育事業者は、法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前
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保育事業の利用について児童福祉法第24条第３項（同法附則第73条第１項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により市が行う調

整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。 

子どもに該当する支給認定子どもに係る特定地域型保育事業の利用につい

て児童福祉法第24条第３項（同法附則第73条第１項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）の規定により市が行う調整及び要請に対し、で

きる限り協力しなければならない。 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第41条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供に当たっては、満

３歳未満保育認定子どもの心身の状況、その置かれている環境、他の特定

教育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなければならない。 

第41条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供に当たっては、支

給認定子どもの心身の状況、その置かれている環境、他の特定教育・保育

施設等の利用状況等の把握に努めなければならない。 

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携） 

第42条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。以下

この項から第５項までにおいて同じ。）は、特定地域型保育が適正かつ確

実に実施され、及び必要な教育・保育が継続的に提供されるよう、次に掲

げる事項に係る連携協力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下

「連携施設」という。）を適切に確保しなければならない。ただし、離島

その他の地域であって、連携施設の確保が著しく困難であると市が認める

ものにおいて特定地域型保育事業を行う特定地域型保育事業者について

は、この限りでない。 

第42条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。以下

この項において同じ。）は、特定地域型保育が適正かつ確実に実施され、

及び必要な教育・保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項に係る

連携協力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下「連携施設」とい

う。）を適切に確保しなければならない。ただし、離島その他の地域であ

って、連携施設の確保が著しく困難であると市が認めるものにおいて特定

地域型保育事業を行う特定地域型保育事業者については、この限りでな

い。 

(１) 特定地域型保育の提供を受けている満３歳未満保育認定子どもに集

団保育を体験させるための機会の設定、特定地域型保育の適切な提供に

必要な特定地域型保育事業者に対する相談、助言その他の保育の内容に

関する支援を行うこと。

(１) 特定地域型保育の提供を受けている支給認定子どもに集団保育を体

験させるための機会の設定、特定地域型保育の適切な提供に必要な特定

地域型保育事業者に対する相談、助言その他の保育の内容に関する支援

を行うこと。

(２) 必要に応じて、代替保育（特定地域型保育事業所の職員の病気、休

暇等により特定地域型保育を提供することができない場合に、当該特定

地域型保育事業者に代わって提供する特定教育・保育をいう。以下この

条において同じ。）を提供すること。

(２) 必要に応じて、代替保育（特定地域型保育事業所の職員の病気、休

暇等により特定地域型保育を提供することができない場合に、当該特定

地域型保育事業者に代わって提供する特定教育・保育をいう。）を提供

すること。

(３) 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受けてい

た満３歳未満保育認定子ども（事業所内保育事業を利用する満３歳未満

保育認定子どもにあっては、第37条第２項に規定するその他の小学校就

学前子どもに限る。以下この号において同じ。）を、当該特定地域型保

育の提供の終了に際して、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・

保育給付認定保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設において受

け入れて教育・保育を提供すること。

(３) 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受けてい

た支給認定子ども（事業所内保育事業を利用する支給認定子どもにあっ

ては、第37条第２項に規定するその他の小学校就学前子どもに限る。以

下この号において同じ。）を、当該特定地域型保育の提供の終了に際し

て、当該支給認定子どもに係る支給認定保護者の希望に基づき、引き続

き当該連携施設において受け入れて教育・保育を提供すること。

２ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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確保が著しく困難であると認める場合であって、次に掲げる要件の全てを

満たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用しないこととすることが

できる。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

(１) 特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を

行う者との間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されてい

ること。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

(２) 前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者の本来の業務の遂

行に支障が生じないようにするための措置が講じられていること。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項

に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(１) 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事

業所（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所

において代替保育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型若しくは小規

模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（同号において「小規模

保育事業Ａ型事業者等」という。） 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(２) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を

勘案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認め

る者 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿ 

４ 市長は、次のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適用し

ないこととすることができる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(１) 市長が、児童福祉法第24条第３項の規定による調整を行うに当たっ

て、特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供を受けていた満

３歳未満保育認定子どもを優先的に取り扱う措置その他の特定地域型保

育事業者による特定地域型保育の提供の終了に際して、当該満３歳未満

保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の希望に基づき、引き

続き必要な教育・保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(２) 特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携

施設の確保が著しく困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除

く。）。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

５ 前項（同項第２号に係る部分に限る。）の場合において、特定地域型保

育事業者は、児童福祉法第59条第１項に規定する施設のうち、次に掲げる

もの（入所定員が20人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認め

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

28



るものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適切に

確保しなければならない。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(１) 法第59条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置する施

設（児童福祉法第６条の３第12項に規定する業務を目的とするものに限

る。） 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿ 

(２) 児童福祉法第６条の３第12項に規定する業務又は同法第39条第１項

に規定する業務を目的とする施設であって、同法第６条の３第９項第１

号に規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費

用に係る地方公共団体の補助を受けているもの 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

６ 居宅訪問型保育事業を行う者は、木更津市家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準を定める条例第37条第１号に規定する乳幼児に対する保

育を行う場合にあっては、第１項本文の規定にかかわらず、当該乳幼児の

障害、疾病等の状態に応じ、適切な専門的な支援その他の便宜の供与を受

けられるよう、あらかじめ、連携する障害児入所施設（児童福祉法第42条

に規定する障害児入所施設をいう。）その他の市の指定する施設（以下こ

の項において「居宅訪問型保育連携施設」という。）を適切に確保しなけ

ればならない。ただし、離島その他の地域であって、居宅訪問型保育連携

施設の確保が著しく困難であると市が認めるものにおいて居宅訪問型保育

を行う居宅訪問型保育事業者については、この限りでない。 

２ 居宅訪問型保育事業を行う者は、木更津市家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準を定める条例第37条第１号に規定する乳幼児に対する保

育を行う場合にあっては、前項の規定にかかわらず、当該乳幼児の障害、

疾病等の状態に応じ、適切な専門的な支援その他の便宜の供与を受けられ

るよう、あらかじめ、連携する障害児入所施設（児童福祉法第42条に規定

する障害児入所施設をいう。）その他の市の指定する施設（以下この項に

おいて「居宅訪問型保育連携施設」という。）を適切に確保しなければな

らない。ただし、離島その他の地域であって、居宅訪問型保育連携施設の

確保が著しく困難であると市が認めるものにおいて居宅訪問型保育を行う

居宅訪問型保育事業者については、この限りでない。 

７ 事業所内保育事業（第37条第２項の規定により定める利用定員が20人以

上のものに限る。次項において「保育所型事業所内保育事業」という。）

を行う者については、第１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保に

当たって、同項第１号及び第２号に係る連携協力を求めることを要しな

い。 

３ 事業所内保育事業を行う者であって、第37条第２項の規定により定める

利用定員が20人以上のものについては、第１項本文の規定にかかわらず、

連携施設の確保に当たって、同項第１号及び第２号に係る連携協力を求め

ることを要しない。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第６条の３第12

項第２号に規定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの

（附則第５条において「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）に

ついては、第１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保をしないこと

ができる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

９ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の終了に際しては、満

３歳未満保育認定子どもについて、連携施設又は他の特定教育・保育施設

等において継続的に提供される教育・保育との円滑な接続に資するよう、

満３歳未満保育認定子どもに係る情報の提供その他連携施設、特定教育・

４ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の終了に際しては、支

給認定子どもについて、連携施設又は他の特定教育・保育施設等において

継続的に提供される教育・保育との円滑な接続に資するよう、支給認定子

どもに係る情報の提供その他連携施設、特定教育・保育施設等、地域子ど
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保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を実施する者等との密接な連携

に努めなければならない。 

も・子育て支援事業を実施する者等との密接な連携に努めなければならな

い。 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第43条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育を提供した際は、教育・

保育給付認定保護者から、当該特定地域型保育に係る利用者負担額（法第

29条第３項第２号に掲げる額をいう。）の支払を受けるものとする。 

第43条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育（特別利用地域型保育及

び特定利用地域型保育を含む。以下この条において同じ。）を提供した際

は、支給認定保護者から当該特定地域型保育に係る利用者負担額（法第29

条第３項第２号に掲げる額（当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型

保育を提供する場合にあっては法第30条第２項第２号に規定する市が定め

る額とし、特定利用地域型保育を提供する場合にあっては同項第３号に規

定する市が定める額とする。）をいう。）の支払を受けるものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、法定代理受領を受けないときは、教育・保育

給付認定保護者から、当該特定地域型保育に係る特定地域型保育費用基準

額（法第29条第３項第１号に掲げる額をいう。次項において同じ。）の支

払を受けるものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、法定代理受領を受けないときは、支給認定保

護者から、当該特定地域型保育に係る特定地域型保育費用基準額（法第29

条第３項第１号に掲げる額（その額が現に当該特定地域型保育に要した費

用の額を超えるときは、当該現に特定地域型保育に要した費用の額）をい

い、当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型保育を提供する場合にあ

っては法第30条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額（その額が現に当該特別利用地域型保育に要した費用の

額を超えるときは、当該現に特別利用地域型保育に要した費用の額）を、

特定利用地域型保育を提供する場合にあっては同項第３号に規定する内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特定利

用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定利用地域型

保育に要した費用の額）をいう。次項において同じ。）の支払を受けるも

のとする。 

３ 特定地域型保育事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、特定地域型

保育の提供に当たって、当該特定地域型保育の質の向上を図る上で特に必

要であると認められる対価について、当該特定地域型保育に要する費用と

して見込まれるものの額と特定地域型保育費用基準額との差額に相当する

金額の範囲内で設定する額の支払を教育・保育給付認定保護者から受ける

ことができる。 

３ 特定地域型保育事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、特定地域型

保育の提供に当たって、当該特定地域型保育の質の向上を図る上で特に必

要であると認められる対価について、当該特定地域型保育に要する費用と

して見込まれるものの額と特定地域型保育費用基準額との差額に相当する

金額の範囲内で設定する額の支払を支給認定保護者から受けることができ

る。 

４ 特定地域型保育事業者は、前３項の支払を受ける額のほか、特定地域型

保育において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の

支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができる。 

４ 特定地域型保育事業者は、前３項の支払を受ける額のほか、特定地域型

保育において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の

支払を支給認定保護者から受けることができる。 

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略 
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(４) 前３号に掲げるもののほか、特定地域型保育において提供される便

宜に要する費用のうち、特定地域型保育事業の利用において通常必要と

されるものに係る費用であって、教育・保育給付認定保護者に負担させ

ることが適当と認められるもの 

(４) 前３号に掲げるもののほか、特定地域型保育において提供される便

宜に要する費用のうち、特定地域型保育事業の利用において通常必要と

されるものに係る費用であって、支給認定保護者に負担させることが適

当と認められるもの 

５ 特定地域型保育事業者は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当

該費用を領収したことを証する書類を当該費用の額を支払った教育・保育

給付認定保護者に対し交付しなければならない。 

５ 特定地域型保育事業者は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当

該費用を領収したことを証する書類を当該費用の額を支払った支給認定保

護者に対し交付しなければならない。 

６ 特定地域型保育事業者は、第３項及び第４項の規定による金銭の支払を

求める際は、あらかじめ、当該金銭の使途及び額並びに教育・保育給付認

定保護者に金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにすると

ともに、教育・保育給付認定保護者に対して説明を行い、文書による同意

を得なければならない。ただし、同項の規定による金銭の支払に係る同意

については、文書によることを要しない。 

６ 特定地域型保育事業者は、第３項及び第４項の規定による金銭の支払を

求める際は、あらかじめ、当該金銭の使途及び額並びに支給認定保護者に

金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにするとともに、支

給認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なければならな

い。ただし、同項の規定による金銭の支払に係る同意については、文書に

よることを要しない。 

（運営規程） （運営規程） 

第46条 特定地域型保育事業者は、次に掲げる事業の運営についての重要事

項に関する規程を定めておかなければならない。 

第46条 特定地域型保育事業者は、次に掲げる事業の運営についての重要事

項に関する規程を定めておかなければならない。 

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略 

(５) 第43条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける費

用の種類、支払を求める理由及びその額 

(５) 支給認定保護者から受領する利用者負担その他の費用の種類、支払

を求める理由及びその額 

(６)～(11) 略 (６)～(11) 略 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第47条 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認定子どもに対し、適切

な特定地域型保育を提供することができるよう、特定地域型保育事業所ご

とに職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

第47条 特定地域型保育事業者は、支給認定子どもに対し、適切な特定地域

型保育を提供することができるよう、特定地域型保育事業所ごとに職員の

勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業所ごとに、当該特定地域

型保育事業所の職員によって特定地域型保育を提供しなければならない。

ただし、満３歳未満保育認定子どもに対する特定地域型保育の提供に直接

影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業所ごとに、当該特定地域

型保育事業所の職員によって特定地域型保育を提供しなければならない。

ただし、支給認定子どもに対する特定地域型保育の提供に直接影響を及ぼ

さない業務については、この限りでない。 

３ 略 ３ 略 

（記録の整備） （記録の整備） 

第49条 略 第49条 略 

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認定子どもに対する特定地域

型保育の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間

２ 特定地域型保育事業者は、支給認定子どもに対する特定地域型保育の提

供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけ
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保存しなければならない。 ればならない。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 次条において準用する第12条の規定による特定地域型保育の記録 (２) 次条において準用する第12条に規定する提供した特定地域型保育に

係る必要な事項の記録 

(３) 次条において準用する第19条の規定による市町村への通知に係る記

録 

(３) 次条において準用する第19条に規定する市町村への通知に係る記録 

(４)・(５) 略 (４)・(５) 略 

（準用） （準用） 

第50条 第８条から第14条まで（第10条及び第13条を除く。）、第17条から

第19条まで及び第23条から第33条までの規定は、特定地域型保育事業者、

特定地域型保育事業所及び特定地域型保育について準用する。この場合に

おいて、第11条中「教育・保育給付認定子どもについて」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳

以上保育認定子どもを除く。以下この款において同じ。）について」と、

第12条の見出し中「特定教育・保育」とあるのは「特定地域型保育」と、

第14条の見出し中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、

同条第１項中「特定教育・保育に係る施設型給付費（法第27条第１項の施

設型給付費をいう。以下同じ。）」とあるのは「特定地域型保育（特別利

用地域型保育及び特定利用地域型保育を含む。第50条において準用する次

項及び第19条において同じ。）に係る地域型保育給付費（法第29条第１項

の地域型保育給付費をいう。以下この項及び第50条において準用する第19

条において同じ。）」と、「施設型給付費の」とあるのは「地域型保育給

付費の」と、同条第２項中「特定教育・保育に」とあるのは「特定地域型

保育に」と、「特定教育・保育の」とあるのは「特定地域型保育の」と、

「特定教育・保育を」とあるのは「特定地域型保育を」と、第19条中「特

定教育・保育を」とあるのは「特定地域型保育を」と、「施設型給付費」

とあるのは「地域型保育給付費」と、第23条中「運営規程」とあるのは

「第46条に規定する事業の運営についての重要事項に関する規程」と読み

替えるものとする。 

第50条 第８条から第14条まで（第10条及び第13条を除く。）、第17条から

第19条まで及び第23条から第33条までの規定は、特定地域型保育事業につ

いて準用する。この場合において、第14条第１項中「特定教育・保育に係

る施設型給付費（法第27条第１項に規定する施設型給付費（法第28条第１

項に規定する特例施設型給付費を含む。）をいう。以下この項及び第19条

において同じ。）」とあるのは「特定地域型保育（特別利用地域型保育及

び特定利用地域型保育を含む。第50条において準用する次項及び第19条に

おいて同じ。）に係る地域型保育給付費（法第29条第１項に規定する地域

型保育給付費（法第30条第１項に規定する特例地域型保育給付費を含

む。）をいう。以下この項及び第50条において準用する第19条において同

じ。）」と、「施設型給付費の」とあるのは「地域型保育給付費の」と、

第19条中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、第23条中

「運営規程」とあるのは「第46条に規定する事業の運営についての重要事

項に関する規程」と読み替えるものとする。 

 

＿第３款 特例地域型保育給付費に関する基準 第３節 特例地域型保育給付費に関する基準 

（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準） 

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用地域型保育

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する支給認定子どもに対し特別利用地域型保育を提供する
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を提供する場合には、法第46条第１項に規定する地域型保育事業の認可基

準を遵守しなければならない。 

場合には、法第46条第１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守し

なければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が前項の規定により特別利用地域型保育を提供す

る場合には、当該特別利用地域型保育に係る法第19条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び特定地域

型保育事業所を現に利用している満３歳未満保育認定子ども（次条第１項

の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利

用地域型保育の対象となる法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、第37条第

２項の規定により定められた利用定員の総数を超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が前項の規定により特別利用地域型保育を提供す

る場合には、当該特別利用地域型保育に係る法第19条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども及び特定地域型保育事業

所を現に利用している同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

支給認定子ども（次条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する

場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもを含む。）の

総数が、第37条第２項の規定により定められた利用定員の総数を超えない

ものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育

給付費には特例地域型保育給付費（法第30条第１項の特例地域型保育給付

費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、こ

の節（第40条第２項を除き、前条において準用する第８条から第14条まで

（第10条及び第13条を除く。）、第17条から第19条まで及び第23条から第

33条までを含む。次条第３項において同じ。）の規定を適用する。この場

合において、第39条第２項中「第19条第１項第３号」とあるのは「第19条

第１項第１号」と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認

定子どもを除く。以下この節において同じ。）」とあるのは「法第19条第

１項第１号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども（第52条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供す

る場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第19条第１項

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

を含む。）」と、「同号」とあるのは「同項第３号」と、「教育・保育給

付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受

ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用

できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方

法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく

選考その他公正な方法により」と、第43条第１項中「教育・保育給付認定

保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の

対象となる法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

３ 特定地域型保育事業者が第１項の規定により特別利用地域型保育を提供

する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を含むものとし

て、本章（第39条第２項及び第40条第２項を除く。）の規定を適用する。 
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教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」

と、同条第２項中「法第29条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第

30条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」

と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３

項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及

び食事の提供（第13条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要

する費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。 

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準） 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特定利用地域型保育

を提供する場合には、法第46条第１項に規定する地域型保育事業の認可基

準を遵守しなければならない。 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する支給認定子どもに対し特定利用地域型保育を提供する

場合には、法第46条第１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守し

なければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が前項の規定により特定利用地域型保育を提供す

る場合には、当該特定利用地域型保育に係る法第19条第１項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び特定地域

型保育事業所を現に利用している同項第３号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども（前条第１項の規定により特別利用

地域型保育を提供する場合にあっては、当該特別利用地域型保育の対象と

なる法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもを含む。）の総数が、第37条第２項の規定により定め

られた利用定員の総数を超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が前項の規定により特定利用地域型保育を提供す

る場合には、当該特定利用地域型保育に係る法第19条第１項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども及び特定地域型保育事業

所を現に利用している同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

支給認定子ども（前条第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する

場合にあっては、当該特別利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもを含む。）の

総数が、第37条第２項の規定により定められた利用定員の総数を超えない

ものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域型保育

給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むものとして、この節の

規定を適用する。この場合において、第43条第１項中「教育・保育給付認

定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育

の対象となる法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）

に係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第29

条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第30条第２項第３号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項中「掲げる

費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域型保育の対

象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育

３ 特定地域型保育事業者が第１項の規定により特定利用地域型保育を提供

する場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保育を含むものとし

て、本章の規定を適用する。 
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認定子ども（令第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定子ども

をいう。）に係る第13条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に

要する費用」とする。 

第２章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準 ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（趣旨） ＿＿＿＿ 

第53条 法第58条の４第２項の内閣府令で定める特定子ども・子育て支援施

設等（法第30条の11第１項に規定する特定子ども・子育て支援施設等をい

う。）の運営に関する基準は、この章に定めるところによる。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（教育・保育その他の子ども・子育て支援の提供の記録） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第54条 特定子ども・子育て支援提供者（法第30条の11第３項に規定する特

定子ども・子育て支援提供者をいう。以下同じ。）は、特定子ども・子育

て支援（同条第１項に規定する特定子ども・子育て支援をいう。以下同

じ。）を提供した際は、提供した日及び時間帯、当該特定子ども・子育て

支援の具体的な内容その他必要な事項を記録しなければならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（利用料及び特定費用の額の受領） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第55条 特定子ども・子育て支援提供者は、特定子ども・子育て支援を提供

した際は、施設等利用給付認定保護者（法第30条の５第３項に規定する施

設等利用給付認定保護者をいう。以下同じ。）から、その者との間に締結

した契約により定められた特定子ども・子育て支援の提供の対価（子ど

も・子育て支援法施行規則第28条の16に規定する費用（以下「特定費用」

という。）に係るものを除く。以下「利用料」という。）の額の支払を受

けるものとする。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は、前項の規定により支払を受ける額の

ほか、特定費用の額の支払を施設等利用給付認定保護者から受けることが

できる。この場合において、特定子ども・子育て支援提供者は、あらかじ

め、当該支払を求める金銭の使途及び額並びに理由について書面により明

らかにするとともに、施設等利用給付認定保護者に対して説明を行い、同

意を得なければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（領収証及び特定子ども・子育て支援提供証明書の交付） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第56条 特定子ども・子育て支援提供者は、前条の規定による費用の支払を

受ける際は、当該支払をした施設等利用給付認定保護者に対し、利用料の

額と特定費用の額とを区分して記載した領収証を交付しなければならな

い。ただし、前条第２項に規定する費用の支払のみを受ける場合には、こ

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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の限りでない。 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

２ 前項の場合において、特定子ども・子育て支援提供者は、当該支払をし

た施設等利用給付認定保護者に対し、当該支払に係る特定子ども・子育て

支援を提供した日及び時間帯、当該特定子ども・子育て支援の内容、費用

の額その他施設等利用費の支給に必要な事項を記載した特定子ども・子育

て支援提供証明書を交付しなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（法定代理受領の場合の読替え） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第57条 特定子ども・子育て支援提供者が法第30条の11第３項の規定により

市から特定子ども・子育て支援に係る施設等利用費の支払を受ける場合に

おける前２条の規定の適用については、第55条第１項中「額」とあるのは

「額から法第30条の11第３項の規定により市から支払を受けた施設等利用

費の額を控除して得た額」と、前条第１項中「利用料の額」とあるのは

「利用料の額から法第30条の11第３項の規定により市から支払を受けた施

設等利用費の額を控除して得た額」と、同条第２項中「前項の場合におい

て、」とあるのは「法第30条の11第３項の規定により市から特定子ども・

子育て支援に係る施設等利用費の支払を受ける」と、「当該支払をした」

とあるのは「市及び当該」と、「交付し」とあるのは「交付し、及び当該

施設等利用給付認定保護者に対し、当該施設等利用給付認定保護者に係る

施設等利用費の額を通知し」とする。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（施設等利用給付認定保護者に関する市への通知） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第58条 特定子ども・子育て支援提供者は、特定子ども・子育て支援を受け

ている施設等利用給付認定子ども（法第30条の８第１項に規定する施設等

利用給付認定子どもをいう。以下同じ。）に係る施設等利用給付認定保護

者が偽りその他不正な行為によって施設等利用費の支給を受け、又は受け

ようとしたときは、遅滞なく、意見を付してその旨を市に通知しなければ

ならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（施設等利用給付認定子どもを平等に取り扱う原則） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第59条 特定子ども・子育て支援提供者は、施設等利用給付認定子どもの国

籍、信条、社会的身分又は特定子ども・子育て支援の提供に要する費用を

負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（秘密保持等） ＿＿＿＿＿＿＿ 

第60条 特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所の職員及び管理

者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た施設等利用給付認定子ども

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は、職員であった者が、正当な理由がな

く、その業務上知り得た施設等利用給付認定子ども又はその家族の秘密を

漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ 特定子ども・子育て支援提供者は、小学校、他の特定子ども・子育て支

援提供者その他の機関に対して、施設等利用給付認定子どもに関する情報

を提供する際には、あらかじめ文書により当該施設等利用給付認定子ども

に係る施設等利用給付認定保護者の同意を得ておかなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（記録の整備） ＿＿＿＿＿＿＿ 

第61条 特定子ども・子育て支援提供者は、職員、設備及び会計に関する諸

記録を整備しておかなければならない。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は、第54条の規定による特定子ども・子

育て支援の提供の記録及び第58条の規定による市への通知に係る記録を整

備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

附 則 附 則 

（特定保育所に関する特例） （特定保育所に関する特例） 

第２条 特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特定保育所をいう。次

項において同じ。）が特定教育・保育を提供する場合にあっては、当分の

間、第13条第１項中「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ど

も（特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特定保育所をいう。次項

において同じ。）から特定教育・保育（保育に限る。第19条において同

じ。）を受ける者を除く。以下この項において同じ。）」と、同条第２項

中「当該特定教育・保育」とあるのは「当該特定教育・保育（特定保育所

における特定教育・保育（保育に限る。）を除く。）」と、同条第３項中

「額の支払を」とあるのは「額の支払を、市の同意を得て、」と、第19条

中「施設型給付費の支給を受け、又は受けようとしたとき」とあるのは

「法附則第６条第１項の規定による委託費の支払の対象となる特定教育・

保育の提供を受け、又は受けようとしたとき」と、「当該施設型給付費の

支給」とあるのは「当該委託費の支払」とし、第６条及び第７条の規定は

適用しない。 

第２条 特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特定保育所をいう。次

項において同じ。）が特定教育・保育を提供する場合にあっては、当分の

間、第13条第１項中「（法第27条第３項第２号に掲げる額（特定教育・保

育施設が」とあるのは「（当該特定教育・保育施設が」と、「額とし」と

あるのは「額をいい」と、「定める額とする。）をいう。）」とあるのは

「定める額をいう。）」と、同条第２項中「（法第27条第３項第１号に掲

げる額」とあるのは「（法附則第６条第３項の規定により読み替えられた

法第28条第２項第１号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第３項中「額の支払を」とあるのは「額の支払を、

市の同意を得て、」と、第19条中「施設型給付費の支給を受け、又は受け

ようとしたとき」とあるのは「法附則第６条第１項の規定による委託費の

支払の対象となる特定教育・保育の提供を受け、又は受けようとしたと

き」と、「当該施設型給付費の支給」とあるのは「当該委託費の支払」と

し、第６条及び第７条の規定は適用しない。 

２ 略 ２ 略 

（施設型給付費等に関する経過措置） 
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第３条 削除 第３条 特定教育・保育施設が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する支給認定子どもに対して特定教育・保育又は特別利用保育

を提供する場合においては、当分の間、第13条第１項中「法第27条第３項

第２号に掲げる額」とあるのは「法附則第９条第１項第１号イに規定する

市が定める額」と、「法第28条第２項第２号に規定する市が定める額」と

あるのは「同項第２号ロ(１)に規定する市が定める額」と、「同項第３

号」とあるのは「法第28条第２項第３号」と、同条第２項中「法第27条第

３項第１号に掲げる額（その額が現に当該特定教育・保育に要した費用の

額を超えるときは、当該現に特定教育・保育に要した費用の額）」とある

のは「法附則第９条第１項第１号イに規定する内閣総理大臣が定める基準

により算定した額（その額が現に当該特定教育・保育に要した費用の額を

超えるときは、当該現に特定教育・保育に要した費用の額）及び同号ロに

規定する市が定める額の合計額」と、「法第28条第２項第２号に規定する

内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特

別利用保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特別利用保育に要

した費用の額）」とあるのは「同項第２号ロ(１)に規定する内閣総理大臣

が定める基準により算定した額（その額が現に当該特別利用保育に要した

費用の額を超えるときは、当該現に特別利用保育に要した費用の額）及び

同号ロ(２)に規定する市が定める額の合計額」と、「同項第３号」とある

のは「法第28条第２項第３号」とする。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

２ 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する支給認定子どもに対して特別利用地域型保育を提供する場

合においては、当分の間、第43条第１項中「法第30条第２項第２号に規定

する市が定める額」とあるのは「法附則第９条第１項第３号イ(１)に規定

する市が定める額」と、「同項第３号」とあるのは「法第30条第２項第３

号」と、同条第２項中「法第30条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用地域型保

育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特別利用地域型保育に要し

た費用の額）」とあるのは「法附則第９条第１項第３号イ(１)に規定する

内閣総理大臣が定める基準により算定した額（その額が現に当該特別利用

地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特別利用地域型保

育に要した費用の額）及び同号イ(２)に規定する市が定める額の合計額」

と、「同項第３号」とあるのは「法第30条第２項第３号」とする。 
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（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置） 

第５条 特定地域型保育事業者（特例保育所型事業所内保育事業者を除

く。）は、連携施設の確保が著しく困難であって、法第59条第４号に規定

する事業による支援その他の必要な適切な支援を行うことができると市が

認める場合は、第42条第１項本文の規定にかかわらず、この条例の施行の

日から起算して10年を経過する日までの間、連携施設を確保しないことが 

第５条 特定地域型保育事業者は、連携施設の確保が著しく困難であって、

法第59条第４号に規定する事業による支援その他の必要な適切な支援を行

うことができると市が認める場合は、第42条第１項本文の規定にかかわら

ず、この条例の施行の日から起算して５年を経過する日までの間、連携施

設を確保しないことができる。 

 できる。  
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新旧対照表 

○議案第８７号 木更津市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の一部を改正する条例 

新 旧 

   木更津市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条

例 

平成30年３月14日 

条例第３号 

   木更津市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条

例 

平成30年３月14日 

条例第３号 

 （管理者）  （管理者） 

第６条 略 第６条 略 

２ 前項に規定する管理者は、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号 

）第140条の66第１号イ(３)に規定する主任介護支援専門員（以下「主任介

護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、主任介護支援専門

員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、介

護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を同項に規定する管理者とす

ることができる。 

２ 前項に規定する管理者は、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号 

）第140条の66第１号イ(３)に規定する主任介護支援専門員でなければなら

ない。 

３ 略 ３ 略 

附 則 附 則 

（管理者に係る経過措置）  （管理者に係る経過措置） 

２ 令和９年３月31日までの間は、第６条第２項の規定にかかわらず、介護支

援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を同条第１項に規定する管理者と

することができる。 

２ 平成33年３月31日までの間は、第６条第２項の規定にかかわらず、介護支

援専門員（介護保険法施行規則第140条の66第１号イ(３)に規定する主任介

護支援専門員を除く。）を第６条第１項に規定する管理者とすることができ

る。 

３ 令和３年４月１日以後における前項の規定の適用については、同項中「第

６条第２項」とあるのは「令和３年３月31日までに法第46条第１項の規定に

よる指定を受けている事業者が当該指定に係る居宅介護支援事業を行う事業

所（同日において当該事業所における第６条第１項に規定する管理者（以下

「管理者」という。）が、主任介護支援専門員でないものに限る。）につい 

ては、第６条第２項」と、「介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。 

）を同条第１項に規定する」とあるのは「引き続き、令和３年３月31日にお

ける管理者である介護支援専門員を」とする。 
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議案第８８号 

 

第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備運営事業者選定結果 

 

１．非価格要素の得点 

項目 
日鉄エンジニアリング 

株式会社グループ 

1 事業の実施環境 8.800点 

2 処理事業の実施能力 12.600点 

3 事業計画 15.300点 

4 事業リスクの管理 17.250点 

5 環境への配慮及び貢献 11.100点 

6 施設計画及びプラント性能 4.500点 

非価格要素の得点合計（100点満点） 69.550点 

非価格要素の得点合計（60点満点換算後） 41.730点 

 

２．価格要素の得点 

区分 
日鉄エンジニアリング 

株式会社グループ 

提案価格（税抜価格） 74,600,000,000円 

価格要素の得点 40.000点 

 

３．民間提案に対する加点 

   民間提案を行った日鉄エンジニアリング株式会社が属する応募グループに対して５点を加点した。 

 

４．総合評価 

区分 
日鉄エンジニアリング 

株式会社グループ 
配点 

非価格要素点 41.730点 60点 

価格要素点 40.000点 40点 

民間提案に対する加点 5.000点 5点 

合計得点 86.730点 105点 
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５．優先交渉権者 

事業者名 日鉄エンジニアリング株式会社グループ 

代表企業 日鉄エンジニアリング株式会社 

構成企業 

鹿島建設株式会社 

株式会社広築 

日鉄環境プラントソリューションズ株式会社 

株式会社市川環境エンジニアリング 

協力企業 ― 

建設地 千葉県富津市新富２１番３ 

 

６．特別目的会社（ＳＰＣ） 

 

 

会社名 株式会社上総安房クリーンシステム 資本金額 20億円 

出資企業名及び 

出資比率 

日鉄エンジニアリング株式会社 49% 

鹿島建設株式会社 9% 

株式会社広築 5% 

株式会社市川環境エンジニアリング 2% 

木更津市 

35%  

君津市 

富津市 

袖ケ浦市 

鴨川市 

南房総市 

鋸南町 
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第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備運営事業者選定結果のうち 

非価格要素の得点内訳 

 

項目 配点 
日鉄エンジニアリング 

株式会社グループ 

1 事業の実施環境 12点 8.800点 

用地確保の信頼性 8点 6.400点 

 環境影響評価履行の信頼性 4点 2.400点 

2 処理事業の実施能力 18点 12.600点 

 処理事業に関係する実績 6点 4.800点 

 事業の実施体制 6点 3.900点 

 広域処理への対応力 6点 3.900点 

3 事業計画 24点 15.300点 

 建設計画 6点 3.900点 

 運営計画 6点 3.900点 

 SPCの経営計画 6点 3.300点 

 エネルギー活用計画 6点 4.200点 

4 事業リスクの管理 25点 17.250点 

 リスク管理体制 5点 3.500点 

 施設トラブル時への対策 5点 3.500点 

 ごみ質及びごみ量変動への対応 5点 3.000点 

 経営リスクの管理 5点 3.500点 

 災害等への対応 5点 3.750点 

5 環境への配慮及び貢献 15点 11.100点 

 脱炭素社会への貢献 5点 3.000点 

 高い資源化率と最終処分量低減への貢献 6点 5.700点 

 地域貢献 4点 2.400点 

6 施設計画及びプラント性能 6点 4.500点 

 施設設計 3点 2.250点 

 プラント性能 3点 2.250点 

非価格要素の得点合計（100点満点） 100点 69.550点 

非価格要素の得点合計（60点満点換算後） 60点 41.730点 
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1 自治体別負担額

計画処理量比

自治体名 構成比

木更津市 37.91%

君津市 18.87%

富津市 11.57%

袖ケ浦市 15.59%

南房総市 6.60%

鴨川市 7.98%

鋸南町 1.48%

合計 100.00%

契約時負担額 （単位：千円）

全体 全体 年相当額

※交付金（窓口団体が一括申請） 12,943,333 ― 14,237,666 ―

木更津市 23,374,043 (1,168,702千円/年) 25,711,447 (1,285,572千円/年)

君津市 11,634,613 (581,731千円/年) 12,798,074 (639,904千円/年)

富津市 7,133,676 (356,684千円/年) 7,847,044 (392,352千円/年)

袖ケ浦市 9,612,274 (480,614千円/年) 10,573,501 (528,675千円/年)

南房総市 4,069,340 (203,467千円/年) 4,476,274 (223,814千円/年)

鴨川市 4,920,202 (246,010千円/年) 5,412,222 (270,611千円/年)

鋸南町 912,519 (45,626千円/年) 1,003,771 (50,189千円/年)

合計 74,600,000 (3,082,833千円/年) 82,060,000 (3,391,117千円/年)

2 債務負担時想定負担額

債務負担額 （単位：千円）

全体 全体 年相当額

※交付金（窓口団体が一括申請） 14,607,000 ― 16,067,700 ―

木更津市 22,753,203 (1,137,660千円/年) 25,028,523 (1,251,426千円/年)

君津市 11,325,585 (566,279千円/年) 12,458,144 (622,907千円/年)

富津市 6,944,198 (347,210千円/年) 7,638,618 (381,931千円/年)

袖ケ浦市 9,356,962 (467,848千円/年) 10,292,658 (514,633千円/年)

南房総市 3,961,254 (198,063千円/年) 4,357,379 (217,869千円/年)

鴨川市 4,789,516 (239,476千円/年) 5,268,468 (263,423千円/年)

鋸南町 888,281 (44,414千円/年) 977,109 (48,855千円/年)

合計 74,625,999 (3,000,950千円/年) 82,088,599 (3,301,045千円/年)

3 負担額比較

（単位：千円）

全体 全体 年相当額

※交付金（窓口団体が一括申請） -1,663,667 ― -1,830,034 ―

木更津市 620,840 (31,042千円/年) 682,924 (34,146千円/年)

君津市 309,028 (15,451千円/年) 339,931 (16,997千円/年)

富津市 189,478 (9,474千円/年) 208,426 (10,421千円/年)

袖ケ浦市 255,312 (12,766千円/年) 280,843 (14,042千円/年)

南房総市 108,086 (5,404千円/年) 118,895 (5,945千円/年)

鴨川市 130,686 (6,534千円/年) 143,755 (7,188千円/年)

鋸南町 24,238 (1,212千円/年) 26,662 (1,333千円/年)

合計 -25,999 (81,883千円/年) -28,599 (90,072千円/年)

自治体名
年相当額

税抜額 税込額

税込額

税込額

自治体名

自治体名
年相当額

税抜額

年相当額

税抜額
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議案第８９号　　 変更内容及び変更理由

○変更内容

当　初

変　更

当　初

変　更

　工事着工後に発生した新型コロナウイルス感染症対策のため、契約の相手方の下請業者が、外
出自粛要請に伴った在宅勤務を行ったことにより、設計・工場製作等に遅延が生じる等、工期内
に竣工することが困難になったので、工期の延長及び工期の延長に伴う諸経費の変更を行う。

工期限

金田小学校校舎増築工事（建築）

○変更理由

１８４，５８０，０００ 円

１８８，３５３，０００ 円

３，７７３，０００ 円

令和２年１０月３０日 限り

令和３年　１月２９日 限り

契約金額

差　額
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議案第９０号　　 変更内容及び変更理由

○変更内容

当　初

変　更

当　初

変　更

○変更理由

　工事着工後に発生した新型コロナウイルス感染症対策のため、契約の相手方の下請業者が、外
出自粛要請に伴った在宅勤務を行ったことにより、設計・工場製作等に遅延が生じる等、工期内
に竣工することが困難になったので、工期の延長及び工期の延長に伴う諸経費の変更を行う。

太田中学校校舎増築工事（建築）

１６２，２５０，０００ 円

１６５，４６２，０００ 円

３，２１２，０００ 円

工期限
令和２年１０月３０日 限り

令和３年　１月２９日 限り

契約金額

差　額
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新旧対照表 

○議案第９１号 君津郡市広域市町村圏事務組合の共同処理する事務の変更及び君津郡市広域市町村圏事務組合規約の一部を改正する規約の制定に関する協

議について 

新 旧 

君津郡市広域市町村圏事務組合規約 

昭和44年10月15日 

千葉県指令第2229号 

君津郡市広域市町村圏事務組合規約 

昭和44年10月15日 

千葉県指令第2229号 

（共同処理する事務） （共同処理する事務） 

第４条 組合は、次の各号に定める事務を共同で処理する。 第４条 組合は、次の各号に定める事務を共同で処理する。 

(１) 略 (１) 略

(２) 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第15条第３項に規定する養護老

人ホームの設置及び管理に関すること。 

(２)～(７) 略 (３)～(８) 略 

（組合の経費の支弁方法） （組合の経費の支弁方法） 

第11条 略 第11条 略 

２ 前項に規定する関係市の負担金の負担割合は、別表の定めるところによる 

。ただし、地方交付税の算定にあたり第４条第３号の事業について診療所数

にかかる密度補正が適用された団体に該当する市は、当該算入に係る増加需

要額の全額に相当する額を組合に納付するものとする。この場合、組合は、

当該納付額に相当する額を別表で定められた関係市が負担する負担金の負担

割合に応じて、それぞれ関係市の負担金から減額するものとする。 

２ 前項に規定する関係市の負担金の負担割合は、別表の定めるところによる 

。ただし、地方交付税の算定にあたり次の各号に該当する市は、当該算入に 

係る増加需要額の全額に相当する額を組合に納付するものとする。この場合 

、組合は、当該納付額に相当する額を別表で定められた関係市が負担する負 

担金の負担割合に応じて、それぞれ関係市の負担金から減額するものとする 

。 

(１) 第４条第２号の事業について発行を許可された地方債の元利償還金に

ついて基準財政需要額に算入された団体 

(２) 第４条第４号の事業について診療所数にかかる密度補正が適用された

団体 

３ 略 ３ 略 
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